
第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組

１．人づくり革命の実現と拡大

我が国は、健康寿命が世界一の長寿社会を迎えており、今後の更なる健康寿命の延伸も期待される。こうした人生100年時代に
は、高齢者から若者まで、全ての国民に活躍の場があり、全ての人が元気に活躍し続けられる社会、安心して暮らすことのできる社
会をつくる必要があり、その重要な鍵を握るのが「人づくり革命」、人材への投資である。

「人づくり革命」では、第一に、幼児教育無償化を一気に加速する。３歳から５歳までの全ての子供たちの幼稚園、保育所、認定こ
ども園の費用を無償化する。加えて、幼稚園、保育所、認定こども園以外についても、保育の必要性があると認定された子供を対象
として無償化する。０歳から２歳児については、待機児童解消の取組と併せて、住民税非課税世帯を対象として無償化を進める。

第二に、最優先の課題である待機児童問題を解消し、女性就業率80％
1３
に対応できる「子育て安心プラン」

1４
を前倒しし、2020年

度末までに32万人分の受け皿整備を進めるとともに、保育士の更なる処遇改善に取り組む。

（１）人材への投資

① 幼児教育の無償化

待機児童問題が最優先の課題であることに鑑み、「子育て安心プラン」による受け皿の整備を着実に進めるとともに、「新しい経済
政策パッケージ」での３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供についての幼稚園、保育所、
認定こども園の費用の無償化措置

16
（子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園については、同制度における利用者負担

額を上限）に加え、幼稚園、保育所、認定こども園以外（以下「認可外保育施設」という。）の無償化措置の対象範囲等について、以
下のとおりとする。

---------------------------------------
1３
25歳～44歳の女性就業率は、日本72.8％、アメリカ71.1％、イギリス75.5％、ドイツ77.8％、フランス74.6％、スウェーデン82.5％となっている。

1４
平成29年６月２日公表
16
「子ども・子育て支援法」（平成24年法律第65号）に基づく地域型保育（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育及び事業所内保育）は、認可保育所と同様に無
償化の対象とする。
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（認可外保育施設の無償化の対象者・対象サービス）

対象者は、今般の認可外保育施設に対する無償化措置が、待機児童問題により認可保育所に入ることができない子供に対する
代替的な措置であることを踏まえ、認可保育所への入所要件と同一とする。すなわち、保育の必要性があると認定された子供で
あって、認可保育所や認定こども園を利用できていない者とする。

対象となるサービスは、以下のとおりとする
17
。

・幼稚園の預かり保育
18

・一般的にいう認可外保育施設、地方自治体独自の認証保育施設、ベビーホテル、ベビーシッター及び認可外の事業所内保育
等
19
のうち、指導監督の基準を満たすもの。ただし、５年間の経過措置として、指導監督の基準を満たしていない場合でも無償
化の対象とする猶予期間を設ける。

このほか、就学前の障害児の発達支援（いわゆる「障害児通園施設」）については、幼児教育の無償化と併せて無償化すること
が決定されているが、幼稚園、保育所及び認定こども園と障害児通園施設の両方を利用する場合は、両方とも無償化の対象とす
る。

（認可外保育施設の無償化の上限額）

無償化の上限額は、認可保育所の利用者との公平性の観点から、認可保育所における月額保育料の全国平均額
20
とする。幼稚

園の預かり保育については、幼稚園保育料の無償化上限額
21
を含めて、上述の上限額

22
まで無償とする

23
。

---------------------------------------
17
このほか、子ども・子育て支援法に基づく一時預かり事業、病児保育事業及びファミリー・サポート・センター事業を対象とする。
18
幼稚園の預かり保育、幼稚園及び認定こども園が１号認定（子ども・子育て支援法第19条第１項第１号に該当することの認定）の子供に対して行う預かり事業並びに
同法に基づく幼稚園の長時間預かりをいう。以下同じ。
19
「児童福祉法」（昭和22年法律第164号）第59条の２第１項に規定する施設をいう。幼稚園以外の幼児教育を目的とする施設のうち乳幼児が保育されている実態があ
るものを含む。なお、厚生労働省の通知によれば、乳幼児が保育されている実態があるか否かについてはその運営状況に応じ判断すべきであるが、少なくとも１日４
時間以上、週５日、年間39週以上施設で親と離れることを常態としている場合は保育されているものと考えられる、とされている。
20,22
月額3.7万円（０歳から２歳児については月額4.2万円）。

21
月額2.57万円。
23
例えば、一般的にいう認可外保育施設の利用者負担額は平均で月4.0万円（３歳の場合）であるが、この平均額の場合は月３千円の利用者負担となる。
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（実施時期）

無償化措置の対象を認可外保育施設にも広げることにより、地方自治体において、幼稚園の預かり保育や認可外保育施設の利
用者に対する保育の必要性の認定に関する事務などが新たに生じることになることを踏まえ、無償化措置の実施時期については、
2019年４月と2020年４月の段階的な実施ではなく、認可、認可外を問わず、３歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの
住民税非課税世帯の子供について、2019年10月からの全面的な無償化措置の実施を目指す。

（認可施設への移行の促進）

今後、保育の質の確保が重要であることに鑑み、認可外保育施設の認可施設への移行促進策の強化を検討し、指導監督基準
を満たさない認可外保育施設も含め、認可施設への移行を加速化する。

（放課後子ども総合プラン）

女性の就業率の上昇や保育ニーズの高まりを踏まえ、2023年度末までに放課後児童クラブの約30万人分の更なる受け皿拡大
や育成支援の内容の質の向上などを内容とする新たなプランを今夏に策定する。
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７．安全で安心な暮らしの実現

（５）少子化対策、子ども・子育て支援

少子化という我が国の社会経済の根幹を揺るがしかねない国難を克服する。このため、個々人が希望する時期に結婚でき、かつ、
希望する子供の数と生まれる子供の数との乖離をなくしていくための環境を整備し、「希望出生率1.8」の実現を目指す。

子育てに対して一人ひとりが温かい手を差し伸べ、共に応援していくという社会的気運を醸成しながら、地域社会において活力・
意欲あるシニア層の参画を促進するなど、子育ての支え手の多様化を図るとともに、結婚、妊娠、出産段階からの切れ目のない支
援に取り組む。また、男女ともに希望すれば働き続けながら子育てができる多様なライフスタイルが選択可能な環境をつくる。

子ども・子育て支援の更なる「質の向上」を図るため、消費税分以外も含め、適切に財源を確保していく。

また、世代を超えた貧困の連鎖を断ち切るため、ひとり親家庭の支援や子供の学習支援、スクールカウンセラー等による教育相談
の充実、配偶者暴力被害等困難を抱えた女性への支援、無戸籍者を生じさせないための施策を推進する。また、離婚に伴う養育
費の確実な支払いや安全な面会交流の実現に向けて取り組む。こうした取組を通じ、子供の貧困の解消に向けて社会全体で取り
組む。

子供の命が失われる痛ましい事件が繰り返されないよう、市町村、児童相談所の職員体制及び専門性の強化、適切な情報共有
など地方自治体間等関係機関との連携体制の強化や適切な一時保護の実施などによる児童虐待防止対策

162
、家庭養育優先原

則に基づく特別養子縁組、里親養育支援体制の整備、児童養護施設等の小規模・地域分散化、職員配置基準の強化を含む高機
能化及び家庭養育支援への機能転換などの社会的養育を迅速かつ強力に推進する

16３
。

不妊治療に対する支援を行う。また、ハイリスクな妊婦が、早期に必要な支援を受けつつ、産婦人科を受診できるよう検討を進める。

---------------------------------------
162
2016年・2017年の児童福祉法（昭和22年法律第164号）改正により、児童福祉法の理念の明確化等や、児童虐待について発生予防から自立支援まで一連の対策
の更なる強化を実施。
163
2017年８月、厚生労働大臣に、児童福祉法の理念を具体化する「新しい社会的養育ビジョン」が提言されている。
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第３章 「経済・財政一体改革」の推進
２．2019年10月１日の消費税率引上げと需要変動の平準化
（１）消費税率引上げ分の使い道の見直し

社会保障の充実と財政健全化のバランスを取りつつ、人づくり革命の安定財源を確保するために、2019年10月１日に予定してい
る消費税率引上げ分の使い道の見直しを行った。具体的には、消費税率の２％の引上げによる５兆円強の税収のうち、従来は５分
の１を社会保障の充実に使い、残り５分の４を財政再建167に使うこととしていたが、これを変更し、教育負担の軽減・子育て層支援・
介護人材の確保等168と、財政再建169とに、それぞれ概ね半分ずつ充当する。このうち、介護人材の処遇改善について消費税率引
上げ日の2019年10月１日に合わせて実施するとともに、幼児教育の無償化についてもこれを目指し、消費税率引上げによる経済
的な悪影響を緩和することとする。

３．新経済・財政再生計画の策定
（２）財政健全化目標と実現に向けた取組
（財政健全化目標と毎年度の予算編成を結び付けるための仕組み）

① 社会保障関係費については、再生計画において、2020年度に向けてその実質的な増加を高齢化による増加分に相当する伸び
におさめることを目指す方針とされていること、経済・物価動向等を踏まえ、2019年度以降、その方針を2021年度まで継続する175。

消費税率引上げとあわせ行う増（これまで定められていた社会保障の充実、「新しい経済政策パッケージ」176で示された「教育負
担の軽減・子育て層支援・介護人材の確保」及び社会保障４経費に係る公経済負担）については、別途考慮する。

なお、2022年度以降については、団塊世代が75歳に入り始め、社会保障関係費が急増することを踏まえ、こうした高齢化要因を
反映するとともに、人口減少要因、経済・物価動向、社会保障を取り巻く状況等を総合的に勘案して検討する。

４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題
（１）社会保障
（生涯現役、在宅での看取り等）
子ども・子育てについて、全世代型社会保障の実現に向けて充実・強化を図る中においても、効果的・効率的な支援としていくこと
が重要であり、優先順位付けも含めた見直しを行う。
---------------------------------------
167,169 後代への負担の付け回しの軽減及び社会保障４経費に係る消費税率引上げに伴う支出の増。
168 「等」は、従前より消費税率10％引上げ時に実施することとされていた年金生活者支援給付金などの社会保障の充実策（1.1兆円程度）。
175 高齢化による増加分は人口構造の変化に伴う変動分及び年金スライド分からなることとされており、人口構造の変化に伴う変動分については当該年度における高齢者数の伸びの
見込みを踏まえた増加分、年金スライド分については実績をそれぞれ反映することとする。これにより、これまで３年間と同様の歳出改革努力を継続する。

176 「新しい経済政策パッケージ」（平成29年12月８日閣議決定） 5


